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               論   文   の   要   旨 
 
 著者によれば近年日本では水害がもたらす人的被害の比率が増加し、単位面積あたりの被害額が年々増加してい
る。加えて気候変動による豪雨の強大化によって大規模水害に起因する人的被害の増加の恐れが指摘されている。
一方で高齢化と単身世帯の増加、地域コミュニティの弱体化、住民の防災意識の希薄化などが背景となって、地域
の防災対応能力の減退が課題であることを著者は指摘する。著者によればこうした人的側面の脆弱性や対応能力へ
の考慮が従来の大規模水害対策や水害リスク研究においては十分ではない。大規模水害の可能性により良く対応す
るためには、最悪の状況の想定下における水害リスクの解明を、人的側面の脆弱性や地域の対応能力を考慮に入れ、
ミクロな地域単位レベルで行っておくことが不可欠であると著者はいう。以上をふまえて著者はハザード、曝露度、
脆弱性、ならびに対応能力の4要素から構成される水害リスク評価モデルを採用し、評価指標を体系的に構築し、想
定最大規模の浸水状況における水害リスクの定量的かつ空間的な評価分析を、地理情報システム（GIS）、階層分析
法（AHP）、情報エントロピー法を活用して試みた。あわせて水害リスクレベルごとの地域的特性を考察した。対象
地域は荒川水系下流に位置し大規模水害の危険性が指摘される東京都葛飾区とした。 
 本論文は5章からなる。第1章で著者は従来の研究を参照しつつ総合的な水害リスク分析の必要性を示し、本研究
の目的および研究枠組を示した。次に第2章で著者は水害リスク評価モデルについて理論的検討を行い、採用したリ
スク分析モデル、研究方法、研究対象地域を説明した。続いてモデル各要素の評価指標を体系的・階層的に構築し
た上で、そのための分析デ－タを入手の容易性、データの利用可能性、代表性、普遍性、政策適用性等を基準に公
的ないし公開されたデータから検討した。その結果著者は、想定浸水深、想定浸水継続時間、人口、建物棟数、0-
9歳人口、65歳以上人口、女性人口、一階建ての建物棟数、二階建ての建物棟数、世帯当たり人口、15-59歳男性人
口比率、避難施設のカーネル密度分布、医療機関科目数のカーネル密度分布、動物病院のカーネル密度分布を選ん
だ。続いて各指標への重み付け手法として、AHPを用いて専門家の評価によって求めた主観的重みと、情報エントロ
ピー法による客観的重みを総合する手法を新たに考案した。 
 著者は第3章で水害リスク評価の各指標の値、およびそれらから構成される総合的な水害リスクの値を、小地域デ
ータにもとづきGISを活用して算定し、分布図として可視化した。そしてそれぞれの分布特性を指摘した。想定浸水
面積は28.12㎢で葛飾区総面積の80.7%を占め、浸水域の人口は40.03万人で総人口の89.0%を占めるという。これら
を5段階のリスクレベルごとに見ると最も低いレベル1から最も高いレベル5まで、面積ではそれぞれ45.1%、19.4%、
14.7%、13.1%、7.7%、人口ではそれぞれ37.3%、20.8%、17.2%、15.5%、9.2%を占めた。著者は水害リスクが西高東
低の分布傾向を示し、レベル5・レベル4が新中川以西に集中することを示した。 
 第4章で著者はこれらの水害リスクレベルごとに、水害リスクの各指標の特徴を一般的かつ地域的に説明し、地域
の景観、立地ならびにこれまでの防災施策を検討することにより、地域的特性と必要な対応策を考察した。例えば
レベル5の地域ではハザード、暴露度、脆弱性の指標が相対的に高く、対応能力の指標が相対的に低かった。著者は
ある典型的な地区について、低標高の土地に低層住宅が密集するとともに避難施設・医療施設が不足している実態
を示し、この特性が建物・人的な脆弱性の高さ、避難・医療の面での対応能力の低さとして現れていること、それ
に対して防災施策が建物、道路、公園等の改良整備に重点を置き、対応能力面・人的脆弱性面の考慮が不足してき
たと論じる。また、著者によるとリスクレベルが高い地区の分布には従来の研究成果との違いが見られ、その一因
が本研究でハザード指標としての浸水継続時間、および地域の対応能力の指標として上述の複数のデータを新たに
リスクモデルに取り入れた効果であり、これが現地の状況により適合するものであるという。 
 最後に第 5 章で著者は研究内容をまとめた上で、本研究がより総合的・科学的なリスク評価を実施してリスク
分布における新たなかつ合理的な知見を得たこと、それにより防災施策の検討に新たな貢献をもたらしうること
を主張した。 
 
 
               審   査   の   要   旨 
 
 本論文は大規模水害のリスク評価を改善するため、新たな視点を導入した災害リスク評価モデルを構築した。具
体的には、災害リスクの構成要素を定量的に評価するための指標体系、データ、および指標の重みづけ手法につい
て、著者独自の科学的検討にもとづいて新たに考案ないし改善し、それにもとづく水害リスク評価を実施した。こ
れらの点にオリジナリティと学術的価値を認めることができ、本論文を高く評価できる。リスク分布の背景要因を
景観・土地条件等も合わせて検討したこと、ならびに防災施策の現況を地域の状況と比較してその改善方向を考察
したことは、GIS分析からの考察を補強するものとして評価できる。本論文が地理情報システムによる空間分析と小
地域単位の地理空間データを十分に活用し、地域的に詳細な水害リスク評価を効果的に実施して空間的に可視化す
る手法を示したことは、本研究の学術的意義を高めている。本論文のリスク評価手法は水害可能性の高い他の地域
にも応用が可能であり、本論文は災害対策やそれを含む都市計画・まちづくりへの学術的な貢献が大きいと考えら
れる。 
 
 令和元年5月21日、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもとに論文の審査及び最終試験を行い、本
論文について著者に説明を求め、関連事項について質疑応答を行った。その結果、審査委員全員によって合格と判
定された。 
 よって、著者は博士（理学）の学位を受けるのに十分な資格を有するものとして認める。 
 
 
